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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○資料の２ページをご覧ください。
１．第2期岬町まち・ひと・しごと創生総合戦略の計画の概要から4.令和3年度の地方創生の取組みについて順をおって説明させていただきます。

資料の3ページをご覧ください。



１．第２期岬町まち・ひと・しごと創生総合戦略の概要 

  

（２）計画期間 
 ・令和3（2021）年度から令和7（2025）年度までの5年間 
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（１）趣旨 
 ・第１期岬町総合戦略の検証を行い、国の第２期「総合戦略」や「第５次岬町総    
  合計画」を踏まえ、Society5.0やSDGsといった新しい視点を盛り込み、岬町  
  の強みや特徴を生かした今後５か年の地方創生の指針となる総合戦略を策定 
    

（３）基本目標と横断的な目標 
  ・総合戦略に掲げる基本目標とそれを達成するための具体的な取り組みを示した戦略の体系      
     

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
それでは、第２期総合戦略の概要について説明させていただきます。 
 岬町まち・ひと・しごと創生総合戦略の計画期間につきましては、令和２年度末に計画期間が満了し、新たな総合戦略を策定する必要があることから、国の第2期総合戦略や本計画の上位計画である第5次岬町総合計画と一体的に検討・策定し、進行管理を行うことで効率的、効果的な計画の推進を図ることができることから、令和3年度からの５か年の計画を策定いたしました。 
見直しの概要については、本年3月開催の第２回まち・ひと・しごと創生総合戦略推進会議で委員の皆様からご意見をいただき、ご承認をいただいた内容でございます。
後ほど、基本目標、 具体的な施策について説明させていただきます。
 
4ページをご覧ください。
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２．令和４年度の地方創生の取組みについて 
 （１）主な取組みについて 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○それでは、はじめに、令和２年度の地方創生の取組の、主な取組内容について御説明いたします。
○令和2年度は新型コロナウイルスの感染拡大により、イベントなどは中止を余儀なくされましたことから、実績については、例年より少なくなっております。

5ページをご覧ください。



主な取組み① 

◆１.新築住宅助成◆ 

◆２.中古住宅助成◆ 

◆３.家賃助成◆ 

◆５.出産祝金◆      ◆６.不妊・不育補助◆ 

◆４.民間事業者との連携による婚活イベント◆ 

各種助成事業等の状況 
●住宅取得、結婚や出産、子育てに関する各種助成事業を実施する。 

件数 対象人数 内町外移住

平成30年度 1件 2人 2人

令和元年度 6件 17人 7人

令和２年度 4件 8人 4人

令和３年度 3件 7人 6人

令和４年度 4件 12人 8人

件数 対象人数 内町外移住

平成30年度 7件 19人 14人

令和元年度 8件 21人 14人

令和２年度 6件 13人 8人

令和３年度 3件 7人 6人

令和４年度 3件 7人 6人

件数

平成30年度 44件

令和元年度 37件

令和２年度 52件

令和３年度 52件

令和４年度 47件

助成件数

平成30年度 16件

令和元年度 12件

令和２年度 16件

令和３年度 12件

令和４年度 10件

件数 対象人数 内町外移住

平成30年度 17件 49人 26人

令和元年度 13件 44人 18人

令和２年度 19件 49人 21人

令和３年度 20件 58人 42人

令和４年度 14件 37人 19人

件数

平成30年度 2件

令和元年度 5件

令和２年度 4件

令和３年度 1件

令和４年度 1件

助成件数

平成30年度 1件

令和元年度 -件

令和２年度 1件

令和３年度 3件

令和４年度 1件

◆7.結婚新生活支援事業◆  ◆8.空き家再生事業◆ 
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※平成30年度、令和2～4年度は実績なし 

開催件数 参加者数 交際成立数 

平成29年度 5件 58人 7人 

令和元年度 1件 27人 8人 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
まず、令和2年度に行った各種助成事業等の状況です。
住宅取得、結婚や出産、子育てに関する各種助成事業の実績をとりまとめておりますので、特徴的な点を中心に幾つかご説明させていただきます。
１．新築住宅助成につきましては、前年度に比べ増加傾向にありますが、２．中古住宅助成及び３．家賃助成につきましては、前年度に比べ減少傾向にあります。
５．出産祝金につきましては、前年度と比べ申請件数が増加しております。

６ページをごらんください。



主な取組み① 

◆9.奨学金返還支援助成◆ 

◆10.グローバル人材育成支援補助◆ 

◆11.結婚祝金◆ 

各種助成事業等の状況 
●奨学金返還支援助成・グローバル人材育成支援補助・結婚祝金【令和４年度新規事業】 

奨学金返還者の就労初期におけ
る経済的負担を軽減することに
よって町内への定住を促すことを
目的とし、奨学金の返還者に対し、
助成金を交付。 

◆ 9 

◆ 10 ◆ 11 

国際化に高い意識、関心を有し、
将来国際的な役割を担う夢を応
援するため、岬町グローバル人
材育成支援補助金を交付。 

未婚者の婚姻を奨励するととも
に、町内への定着化を図ること
で人口の減少を抑制し、本町の
活性化の推進に資することを目
的に結婚祝金を交付。 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
まず、令和2年度に行った各種助成事業等の状況です。
住宅取得、結婚や出産、子育てに関する各種助成事業の実績をとりまとめておりますので、特徴的な点を中心に幾つかご説明させていただきます。
１．新築住宅助成につきましては、前年度に比べ増加傾向にありますが、２．中古住宅助成及び３．家賃助成につきましては、前年度に比べ減少傾向にあります。
５．出産祝金につきましては、前年度と比べ申請件数が増加しております。

６ページをごらんください。



主な取組み② 

●多奈川駅前の元旅館を借上げ、地域おこし協力隊の事務所として町内外の住民が集える交流拠  

 点「まちづくり交流館」の貸館制度を活用し、カフェ等をオープン。 

●シェアキッチンは従来の３店舗の定期利用に加えて、１店舗の新規利用開始。 

●町内外問わず、年間約１，０００人が来館。 

空き家活用事業（まちづくり交流館）
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ブックジャーニー ヨガ教室 

おふくわけ 

※2住宅・土地統計調査 

まちづくり交流館 岬の自習室（カフェ） 

ここのの（菓子製造・新規） チリエージョ（カフェ） 

おふくわけ（カフェ） 

シェアキッチン利用の様子 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値 

空家率※2 17.9% 

施策に関連する総合戦略における重要業績評価指標（ＫＰＩ) 

１）移住・定住の支援 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
次に、２つめは空き家を活用した取組です。
○本町では、南海多奈川駅前の空き家を借上げ、地域おこし協力隊（まちづくりエディター）の事務所として町内外の住民が集える交流拠点「まちづくり交流館」の整備を行いました。

○写真は、本町で飲食店の開業を目指す3組の方が、試験的な営業を行い、現在、カフェを開業しております。
 
７ページをご覧ください。



主な取組み③ 

●Ｊ：ＣＯＭチャンネルにて、岬町への移住・定住促進を目的とした町の魅力発信動画を大阪市以北の地域で放送。 

情報発信の推進 
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ワークショップ 

施策に関連する総合戦略における 
重要業績評価指標（ＫＰＩ) 

４）タウンプロモーションの推進 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値 

ホームページアクセス件数 128,456件 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○次に、地域おこし協力隊（まちづくりエディター）事業です。

○協力隊員として、町外から地域活性化に取り組む人材、２名が、町内の空家の利活用や移住支援、SNSを使った情報発信などに取り組んでいただいております。

○まちづくりエディター１名については、本年3月末をもって卒業され、深日地区でカフェを開業しました。写真のベトナムのサンドイッチであるバインミーや自家製ローストビーフを使用したランチなどの販売しております。

○令和３年度は、新たに1名の隊員を受け入れ、まちの魅力づくりと情報発信に努め、交流人口・関係人口の拡大を図ります。



８ページをご覧ください。



主な取組み④ 
●創業支援事業補助金を受け、３件の店舗が新たに創業（予定含む）       ●ビジネスプランコンテストの実施 

創業支援事業 

創業支援セミナー  
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ハレルヤ 

西林寺 寺カフェ キリーク 

Indoor Golf Studio Ra.GOLF 
インドアゴルフ練習場  

moani by kahuna stay 
宿泊施設  

年度 件数 

平成３０年度 ２件 

令和元年度 ２件 

令和２年度 ３件 

令和３年度 ２件 

令和４年度 ３件 

★創業支援事業補助金交付件数 ★ビジネスプランコンテスト申込・入賞※件数 

年度 申込件数 入賞件数 

平成３０年度 ３件 ３件 

令和元年度 ２件 １件 

令和２年度 １１件 ３件 

令和３年度 ６件 ２件 

令和４年度 ５件 ２件 

ビジネスプランコンテスト資料より抜粋 

※最優秀賞または優秀賞に選ばれた件数を示す。 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
次に、創業支援事業です。

本町では、町内での雇用創出をめざし、平成２９年度に岬町創業支援事業計画を策定し、創業支援事業補助金事業や創業支援セミナー等を開催しています。

昨年度は、創業支援補助金を受け、移動販売やコーヒーの焙煎、釣り客をターゲットにした渡船などの3件が新たに創業いたしました。

また、岬町の強みを活かした新たなビジネスを創出したい方などを対象にビジネスプランコンテストを開催し、11件の応募がありました。一次審査ののち、4名の方にプレゼンしていただき、最優秀者賞1名、優秀者賞2名の方が受賞されました。今後も引き続き、創業支援の取組みを進め、町内での雇用創出に努めてまいりたいと考えております。


9ページをご覧ください。



主な取組み⑤ まちの賑わいづくり事業 
●令和４年７月3日（日）深日港の活性化を目的とした深日港フェスティバルが開催されました。 

●令和４年８月５日（金）から７日（日）まで、全国の中高生が鉄道を軸とした地域活性化策を提案する「全国高校生 

 地方鉄道交流会」が開催され、多奈川線活性化に関する議論が行われました。（写真は記念運行のめでたい電車） 

●本町への交流人口の増加、賑わいの創出、まちの魅力発信に繋げることを目的に、令和４年10月8日（土）いきいき 

 パークみさきで「RIDE集会」が開催されました。（全国各地からバイク愛好家が集まり、交流するイベント） 

●令和４年12月３日(土)から11日(日)にみさき公園にて岬町観光協会が設置したイルミネーションが点灯され、  

 訪れた人々を心身共に明るく照らしました。 

●今後の町の魅力発信のため、吉本興業の芸人が「よしもと岬町遊びつくし隊」に任命されました。 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
○続いて、町の賑わいづくり事業になります。

○今年度は、新型コロナウイルスの関係で各種イベントが中止となる中、民間事業者により岬公園の駐車場を活用したドライブインシアターや岬町商工会青年部によるイルミネーションなどが開催されました。

10ページをご覧ください。



主な取組み⑥  広域型サイクルツーリズムを活用したまちづくり事業 
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 重要業績評価指標（ＫＰＩ） 単位 目標値（Ｒ４） Ｒ４ 

①滞在型・着地型観光プログラム利用者数 人 120 170 

②滞在型・着地型観光プログラム造成数 件 3 3 

③観光ガイド登録者数 人 10 2 

④サイクリング促進イベント参加者数 人 100 110 

●令和3年度に計画期間を満了した「大阪湾をつなぐ！広域型サイクル・ツーリズム事業」を前身事業として、新たに 
 内閣府より地域再生計画の認定を受け、「広域型サイクルツーリズムを活用したまちづくり事業」を開始した。 
●本事業は「新しい人流から着地型観光への深化」をコンセプトに、深日港洲本港航路を行き交う人の流れを周辺地域 
 での観光消費に繋げることを重点課題として取組みを進めるもの。 
●また深日港洲本港航路では、自転車が積載可能な船舶を使用していることから、サイクリングイベントや体験会の開 
 催を通じ、自転車の利活用を促進・ＰＲすることによって航路利用者数の底上げを図った。 
●周辺地域での観光消費を促進するため、深日港洲本港航路と連携した岬町を巡るバスツアーの開催や、洲本市内の商 
 業施設と連携した温泉付きプラン等を展開し、地域資源の掘り起こしを行った。 
●新型コロナの影響による活動機会の減少や会員の高齢化により、観光ガイドの会員数が減少傾向であることから、 
 SNSによる情報発信力強化と広報誌での新規会員募集を行った結果、２名が新規加入した。新規会員加入後には、外 
 部講師を招き、観光ガイド基本講習を実施した。 
●令和５年度においては、昨年度からのバスツアーやサイクリングイベントの開催に加え、鉄道と船のセットプラン販 
 売を開始する等、関係事業者と更なる連携強化を図り、事業を推進している。 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート





２．令和４年度の地方創生の取組みについて 
 （２）成果実績について 
 

12 

※重要業績評価指標（KPI）の欄に記載の「2期」について
は、第2期岬町まち・ひと・しごと創生総合戦略から新たに
指標として追加したもの 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
続きまして、令和2年度の地方創生の取組みに関する成果実績について御説明いたします。

11ページをご覧ください。



成果実績① 

1)移住・定住の支援、 2）関係人口の創出・拡大 

3)観光の振興 

4)タウンプロモーションの推進 
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まちの魅力づくりと情報発信に努め、定住人口の増加と交流人口の拡大を図る。 
町や地域と関わりのある町外からの新しい人の流れ（「関係人口）」を活かした取組を進める。 

※１※2※3※4※5※6 RESAS滞在人口（5月休日、15歳以上80歳未満） 

※1住民基本台帳人口移動報告、※産業観光促進課調べ 

※1住民基本台帳人口移動報告、※2住宅・土地統計調査また、29年度は空家等実態調査 

重要業績評価指標 (KPI) 基準値 目標値 29 年度 30 年度 元 年度 2年度 3 年度 4 年度 
若年層（ 20 ～ 39 歳）の転出超過数（単年 
度）※1 

△1 00 人 
( R1 ) 

△80人 (R 7) △52人 △ 108 人 △ 100 人 △93人 △ 54 人 △ 109 人 

空き家率※2 
1 7.9% ( H 

30) 
現状を下回る （R 7) 8.1% 17.9 ％ － － 

学校間交流に参加した人数（単年度） 2 期 0 人 (R2) 400 人（ R7 ） － － － － 人 
企業版ふるさと納税の寄附額（単年度） 2 期 0 人 (R2) 10,000 千円 － － － － － 千円 
企業版ふるさと納税（人材派遣型）の人材受 
け入れ数（単年度） 2 期 0 人 (R2) 1 人 － － － － － 

ふるさと納税の寄附額（単年度） 2 期 
8,625 千円 

(R1) 20,000 千円 998,279 
千円 

877,901 
千円 

8,625 
千円 

7,038 
千円 

10,018 
千円 千円 

地域おこし協力隊の任期終了後の定住者数 （単年度） 2 期 0 人 2 人 － － － － － 

－ 

数値目標 基準値 目標値 29 年度 30 年度 元 年度 2年度 3 年度 4 年度 
社会増減数 ※1 △ 86 人 (R1) 0 人 (R7) △37 人 △ 129 人 △ 86 人 △90人 △ 39 人 △ 人 
観光入込数 ※2 1,948 千人 (R1) 1,600 千人 (R7) 1,410 千人 1,304 千人 1,948千人 1,366千人 1,428 千人 千人 

92 
1,561 

－ 

93 ※３ 

※３岬町、美咲町両校交流児童の合計（教師除く）

2,100 

－ 

116,511 

－ 

16,714 

147,059 

重要業績評価指標 (KPI) 基準値 目標値 29 年度 30 年度 元年度 ２年度 3 年度 ４年度 
滞在人口 ( 休日 14 時の人 
口 ) 

15,215 人 
(R1) 

25,000 人 
(R7) 

17,180 人 
※1 

16,270 人 
※2 

15,215 人 
※3 

13,591 人 
※4 

13,884 人 
※5 

人 
※ 6 

13,226 

重要業績評価指標 (KPI) 基準値 目標値 29 年度 30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4年度 

ホームページアクセス件数（単年度） 2 期 
128,456 件 

( Ｒ 2) 
200,000 件 
（R 7 ） 

－ － － 160,000 件 件 147,059 

－ 

128,456 件 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
まず、基本目標１　新しい人の流れをつくる、の成果実績です。

数値目標の社会増減数につきましては、前年度の△８６人から△９０人になるなど社会減が小幅に増加しています。

また、１）移住・定住の支援の若年層の転出超過数につきましても、前年度の△１００人から△９３人へと高止まりしており、厳しい状況となっております。

詳しくは、人口動態の中で説明させていただきますが、この要因といたしましては、やはり若年層の転出超過の影響が大きいのではないかと考えられます。

１２ページをご覧ください。



成果実績② 目標達成状況② 
結婚・出産・子育ての切れ目ない支援により、少子化を克服するとともに、 
次代のみさきを担う人材の育成、確保を図る。 

重要業績評価指標
(KPI) 基準値 目標値 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度

全国学力・学習状況調
査（単年度）※1

4科目中
3科目
全国平均を
上回る(R1）

全国の平均
正答率を上
回る(R7)

4科目中
3科目
全国平均を
上回る

4科目中
２科目
全国平均を
上回る

4科目中
3科目
全国平均を
上回る

新型コロナウイウ
イルス感染症対
策として中止

４科目中１
科目全国平
均を上回る

全国体力・運動能力、運
動習慣等調査　体力合
計点（単年度）※2

男女ともに
全国平均を
上回る(R1）

全国の体力
合計点を上
回る(R7）

女子は
全国平均を
上回る

男女ともに
全国平均を
上回る

男女ともに
全国平均を
上回る

新型コロナウイウ
イルス感染症対
策として中止

男女ともに全
国平均を上回
る

学校に行くのは楽しいと思
う児童・生徒の割合（単
年度）

全国平均を
下回る(R1）

全国平均を
上回る(R7)

全国平均を
上回る － 全国平均を

下回る

新型コロナウイ
ルス感染症対
策として全国調
査は実施せず

全国平均を上
回る
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1)結婚・出産・子育ての支援 

2)次代を担う人材の育成 

※1人口動態統計特殊報告、※2第5次総合計画策定に関する住民意識調査 

※1人口動態統計特殊報告   
※2第5次総合計画策定に関する住民意識調査 

※1※2教育委員会調べ（数値は非公表） 

94.4 

92.5 

41 
0 

４科目中２
科目全国平
均を上回る 

小学校のみ
全国平均を
上回る 

全国平均を
上回る 

4,326 

重要業績評価指標 (KPI) 基準値 目標値 29 年度 30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4年度 
婚姻率（千対率）（単年度） ※ 1 3. 1 ( H30 ) 4.6 (R 7) 3.0 3.1 3.2 2.7 

妊娠届が満 11 週までに提出される割合 
（単年度） 

9 1.2% ( R1) 100％ (R7) 83.3 ％ 92.1 ％ 91.2％ 96.7% 97.9 ％ ％ 

乳幼児家庭全戸訪問 訪問率（単年度） 92.1 ％( R1) 100％ (R7) 98.4 ％ 96.2 ％ 92.1％ 96.6% 89.7 ％ ％ 
子育て施策の満足度（単年度） ※ 2 2 8 . 6％ ( R1) 5 0%(R7) － － 28.6％ － － － 
ファミリーサポートセンター登録者数 
（単年度） 

援助 34 人 
利用34人 

援助40人 (R 7) 
利用40人 (R 7) 

援助 27 人 
利用 32 人 

援助 33 人 
利用 32 人 

援助 34 人 
利用34人 

援助 37 人 
利用 39 人 

援助 38 人 
利用 41 人 

援助   人 
利用   人 

子育て支援センター利用者数（単年度） 5,160 人( R1) 5,400 人 (R7) 7,225 人 6,575 人 5,160人 1,789 人 3,253 人 人 4,326 

41 
42 

92.5 

94.4 

2.7 2.5 

数値目標 基準値 目標値 29 年度 30 年度 元年度 ２年度 3 年度 4年度 

合計特殊出生率 ※1 1.14(H25 ～ 29) 1.17 （ R7) － － － 1.14(H25 ～ 29 ） － － 

岬町に愛着を感じる住民の割合 73.4 ％ (R1)     80 ％ (R7) － － 73.4％ ※２ － － 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
次に、基本目標２　少子化を克服し、まちの次代を担う人材を育成する、でございます。
数値目標である合計特殊出生率については、1.14と全国平均の1.36を大きく下回っており、少子化に歯止めがかかていない状況です。

１）結婚・出産・子育ての支援のうち、婚姻率については人口動態総覧の数値を基に算出しており、令和元年度の婚姻率は、3.2パーミルと前年とほぼ同数で27年度、28年度に比べ低下しており、厳しい状況が続いています。
妊娠届が満１１週までに提出される割合については、前年に比べ低い値となっておりますが、妊婦自身の体調の問題により、１２週目以降に届出される方があったことがその要因となっております。
また、２９年度からスタートしたファミリーサポートセンター登録者数については、援助したい方の数及び利用者数も一定数の方に利用されています。
子育て支援センター利用者数につきましては、前年に比べ減少しております。
これは、保育の無償化の影響や新型コロナウイルス感染症の影響により中止になった講座があったためと考えられます。
教育の分野においては、全国学力・学習状況調査については、2年度は新型コロナウイルス感染症の影響により中止となりました。
本町においては、婚姻率の低下や出生率の低さが課題となっておりますので、こういった点を踏まえ、結婚・出産・子育ての切れ目のない支援の内容を再度検証し、少子化の克服や次代を担う人材育成に取組んでまいります。
13ページをご覧ください。



成果実績③ 
産業の育成、創業の支援などによる雇用創出と地域資源を活かした魅力
づくりを進め、就職を希望する人の希望をかなえる。 

15 

1)地域資源を活かしたまちの魅力強化 

2)地域産業の競争力強化 

3)雇用対策の推進 

※1経済センサス 

※1経済センサス 

※1経済センサス、※２産業観光促進課調べ 

※1産業観光促進課調べ、※２地域福祉課調べ 

162 

389 

160 

183 

154 

重要業績評価指標 (KPI) 基準値 目標値 29 年度 30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4年度 

事業所数（単年度） ※ 1 
452 所 
(H28) 

470 所 (R7) － － － － 389 所 

道の駅への出荷軒数（単年度） 
※ ２ 

130 軒 (R1 ） 1 64 軒 (R 7) 114 軒 125 軒 130軒 141 軒 140 軒 軒 

重要業績評価指標 (KPI) 基準値 目標値 29 年度 30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4年度 
地域就労支援事業による就職 
件数（累計） ※ 1 

162 件 327 件 (R 7) 100 件 137 件 162件 183 件 183 件 件 

シルバー人材センター登録者数 

（単年度） ※ ２ 
178 人 (R1) 1 9 0人 (R 7) 189 人 178 人 178人 170 人 154 人 人 

160 

183 

154 

数値目標 基準値 目標値 29 年度 30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4年度 
町の取り組みによる雇用 
創出数（累計） 

105 人 
（ R1) 

210 人 
( R 7) 

58 人 85 人 105人 106 人 107 人 人 

従業員数（単年度） ※ 1 
3,597 人 

(H28) 
3,800 人 

(R7) 
－ － ー － 3,272 人 － 

重要業績評価指標 (KPI) 基準値 目標値 29 年度 30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4年度 
事業所数（単年度） ※ 1 452 所 (H28) 470 所 (R7) － － － － 389 所 － 

－ 

162 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
次に基本目標３　安定的な雇用を創出する、でございます。
数値目標である町の取り組みによる雇用創出数につきましては、多目的公園への企業誘致の取組みにより、元年度は27年度からの累積数で、パートも含めた人数となりますが、106人となっています。
２）道の駅への出荷軒数については、令和元年度から増え、141事業者に登録をいただいております。

次に３）雇用対策の推進ですが、地域就労支援事業による就職件数は、2年度は183件となっており、前年度から21件増えております。シルバー人材センター登録者数につきましては、170人と元年度から少し減りましたが、高齢化が進展する本町において高齢者の雇用の場を確保するシルバー人材センターの役割が高いといえます。

しごと作りは地方創生の大きなテーマの一つでありますので、引き続き、町内での雇用創出に向けた取組みを進めてまいります。

14ページをご覧ください。





成果実績④ 

数値目標 基準値 目標値 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度
これからも岬町に住み続けたいと思っ
ている住民の割合（単年度）※1

66.0％(R1) 70％(R7) － － 66％ － － －

岬町での生活に満足している住民の
割合（単年度）※2

62.9％(R1) 70％(R7) － － 62.9％ － － －

重要業績評価指標(KPI) 基準値 目標値 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度
自主防災組織数（累計）※1 48団体 (R2) 53団体(R7) 44団体 44団体 47団体 48団体 48団体 団体
刑法犯罪発生件数（単年度）※2 85件(R1) 77件(R7) 116件 101件 85件 78件 64件 件

防犯カメラ設置台数※3２期 47件(R2) 52件(R7) － － － 47件 52件 件

16 

地域力・住民力を活かし、人口減少社会に対応した安全・安心かつ快適
で利便性の高いまちを創出する。 

1)生活インフラの確保 

2)安全・安心な暮らしの確保 

※1※2第5次総合計画策定に関する住民意識調査 

※1生活環境課調べ※2経済センサス※3土木下水道課調べ 

※1 ※3危機管理担当調べ、※2大阪府警ＨＰ 

121,644 

97 

79.7 

48 

59 

52 

 121,644 

重要業績評価指標 (KPI) 基準値 目標値 29 年度 30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4年度 
コミュニティバスの利用者数 
（単年度）※1 

129,969 人 
( R1 ) 

136,500 人 
(R 7) 

123,807 人 130,654 人 129,969人 105,609 人 103,687 人 人 

小売事業者数 
（単年度）※2 

108 事業者 
( H 2 8) 

120 事業者 
( R7) 

－ － － － 97 事業者 
（卸売含む） 

下水道処理人口普及率 
（単年度）※3 

78.8 ％ 
( R1) 

79.0％ 
(R7) 

76.8 ％ 78.4% 78.8% 79.0 ％ 79.2 ％ ％ 

－ 

79.7 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
基本目標４　安全・安心な暮らしを守る、でございます。

ここでは生活インフラの確保や安全・安心な暮らしの確保に取組んでいます。
１）生活インフラの確保では、コミュニティバスの利用者は、令和2年度は元年度より減少しています。2年度は、新型コロナウイルスの影響が要因であると考えられます。

また、２）安全・安心な暮らしの確保では、自主防災組織数が増加し、犯罪発生件数が減少しています。

15ページをご覧ください。




成果実績⑤ 
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3)誰もが健康で暮らしやすいまちづくりの推進 

4)地域コミュニティの活性化 

5)広域連携の推進 

※1企画地方創生担当調べ、※2※3※4地域福祉課調べ 

※1危機管理担当調べ、※2企画地方創生担当調べ 

※1企画地方創生担当調べ 

重要業績評価指標 (KPI) 基準値 目標値 29 年度 30 年度 元 年度 2年度 3 年度 4 年度 
自治区加入率（累計） ※ 1 80.7 ％ ( R1 ) 85％ (R7 ) 83.4％ 81.7 ％ 80.7 ％ 81.6％ 82.0% % 
岬ゆめみらいサポート事業件数 
（単年度） ※ 2 

9 件 (R1) 15 件 (R 7) 11 件 7 件 9 件 4 件 2 件 件 

33,951

73,662

70

6

26

重要業績評価指標 (KPI) 基準値 目標値 29 年度 30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4年度 
いきいきパークみさきの 
利用者数（単年度） ※ 1 

32,977 人 
( R1 ) 

39,000 人 
(R 7) 

12,710 人 15,542 人 32,977人 28,824 人 28,280 人 人 

健康ふれあいセンターの 
利用者数（単年度） ※ 2 

85,094 人 
( R1) 

96,000人 
(R7) 

96,240 人 95,963 人 85,094人 72,377 人 70,541 人 人 

いきいきサロン開催数（単 
年度） ※ 4 

1 01 回 
( H30) 

1 02 回 (R7) 104 回 101 回 88回 10 回 10 回 回 

33,951 

73,662 

70 

80.7 

重要業績評価指標 (KPI) 基準値 目標値 29 年度 30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4年度 
広域連携事業数（累 
計） ※ 1 

26 事業 ( R1 ) 32 事業 (R 7) 25 事業 25 事業 26事業 27 事業 27 事業 事業 27 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
３）誰もが健康で暮らしやすいまちづくりの推進では、いきいきパークみさきの利用者数や健康ふれあいセンターの利用者数は減少しております。こちらもコロナの影響で外出自粛や施設の休館などが影響していると考えております。次に自治区の加入率ですが、令和2年度は元年度に比べ、若干ではございますが、改善しております。
以上が成果実績となります。


16ページをご覧ください。



２．令和４年度の地方創生の取組みについて 
 （３）人口動態について 
 

18 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
次に、本町の人口動態について御説明いたします。
人口動態の状況を総合戦略の取組みを開始する前と取組後の状況を比較しております。

なお、人口動態については、年度ではなく年での集計となっております。

17ページをご覧ください。



人口動態① 

◆１.出生数の推移◆ ◆３.自然増減の推移◆ 

◆２.死亡数の推移◆ 

出典：人口動態総覧 

出典：人口動態総覧 出典：人口動態総覧 

◆４.婚姻数の推移◆ 

出典：人口動態総覧 
 

自然動態の状況 

19 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
まず、自然動態の状況です。
年別の推移を見ると、出生数は28年から減少傾向にありましたが、令和2年は54人と大きく改善しております。
また、減少傾向にあった死亡数も29年から増加傾向にあり、令和2年も高い数値で推移しております。出生数が増えたことから、右上のグラフのとおり、自然減が改善しております。
また、婚姻数は令和2年は大きく減少しております。

18ページをご覧ください。





人口動態② 

◆５.転入数の推移◆ ◆７.社会増減の推移◆ 

◆６.転出数の推移◆ 

出典：住民基本台帳人口移動報告 

出典：住民基本台帳人口移動報告 
出典：住民基本台帳人口移動報告 

社会動態の状況 

20 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
次に社会動態の状況です。
転入数は、30年以降は減少傾向でありましたが、令和2年は大幅に増加しております。

転出数につきましては、元年に大幅に減少しましたが、令和2年は増加となりました。右上の社会増減の推移ですが、令和２年については、転入数は増加しましたが、転出数も増加したことから、元年よりは、少し悪化しております。

19ページをご覧ください。



人口動態③ 

出典：住民基本台帳人口移動報告 

出典：住民基本台帳人口移動報告 出典：住民基本台帳人口移動報告 

◆８-１.年齢階層別転出入超過数（平成27年）◆ ◆８-３.年齢階層別転出入超過数（平成29年）◆ 

◆８-２.年齢階層別転出入超過数（平成28年）◆ 

年齢階層別動態の状況① 

21 
出典：住民基本台帳人口移動報告 

◆８-４.年齢階層別転出入超過数（平成30年）◆ 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
次に年齢階層別動態の状況です。
こちらにつきましては、２ページにわたって記載しております。
それでは20ページをご覧ください。





人口動態③ 

出典：住民基本台帳人口移動報告 

◆８-５.年齢階層別転出入超過数（令和元年） 

年齢階層別動態の状況② 
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◆８-６.年齢階層別転出入超過数（令和2年） 

出典：住民基本台帳人口移動報告 

◆８-7.年齢階層別転出入超過数（令和3年） 

出典：住民基本台帳人口移動報告 

出典：住民基本台帳人口移動報告 

◆８-８.年齢階層別転出入超過数（令和4年） 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート

右上の令和2年の表をご覧ください。令和2年も若年層の転出超過が続いており、特に20～24歳までの転出超過が目立ちます。しかしながら、25歳～29歳までは改善しており、19歳以下も転入超過に改善しております。

このような状況を踏まえ、子育て世帯を対象とした各種助成事業を継続するとともに、進学、就職、結婚を理由に転出される方が多い２０歳代前半の転出を抑制するため、引き続き対策を講じていく必要があります。

地方創生の目標である人口減少に歯止めをかけるという点においては、総合戦略の取組みは、一定の成果を見せているところでありますが、人口減少に歯止めをかけるところまでには至っておりません。

人口減少の課題である若年層の転出超過は更に進んでおり、団塊の世代の高齢化の進展に伴い、自然増減の推移は減少傾向に進むと考えられることから、今後も人口減少が進むことが想定されており、引き続き、人口減少に歯止めをかける対策を講じていく必要があると考えております。
令和２年度の地方創生の取組みの説明は以上でございます。

続きまして21ページをご覧ください。





３．第２期岬町まち・ひと・しごと創生総合戦略の方向性 
（１）岬町の課題 
（１）「自然減」の抑制 
  自然減は、「死亡数」が「出生数」を大幅に上回る状態が続いているためであり、自  
 然減を抑制するためには「出生率」を向上させていく必要があります。 
  また、出生率の向上に向けて、このまちに住み、子どもを生み育てたい人の希望を実  
 現するため、出会いや結婚を支援し、妊娠・出産から子育て支援まで切れ目のない施策   
 の充実を図る必要があります。 
 
（２）「社会減」の抑制 
  若い世代を中心とする転出超過のうち、特に、近隣市への流出が本町の人口減少につ  
 ながっています。一方で、進学等により町外に転出した若い世代が、そのまま町外に住  
 み続ける割合が高いことも人口減少につながっています。 
  転出超過の改善に向けて、近隣市への転出抑制に加え、進学等により町外に転出した 
 若者や新たに移住を希望する方が、このまちに住み、生活したいと思えるような住環境   
 や就労の希望を実現できる雇用環境等の整備・充実を図る施策に取り組む必要がありま  
 す。 
 
（３）長期的かつ総合的な観点でのまちづくり 
  人口減少の要因は、様々な要素が関係していることから、長期的かつ総合的な観点で 
 施策を実行し、まちづくりを推進していく必要があります。 
  時代にあった地域をつくり、地域と地域が連携した持続可能なまちづくりを進めるた 
 め、特に、地域資源の活用、地域の将来を支える人づくり、交流の促進に取り組む必要  
 があります。 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
ここでは、第2期総合戦略の方向性を示しております。
岬町の課題についきましては、先ほど説明しました、自然減の抑制、社会減の抑制を図るため長期的かつ総合的な観点で、継続して取組をすすめていく必要がございます。

22ページをご覧ください。






（２）岬町の方向性 
 第２期岬町総合戦略では、岬町人口ビジョンを踏まえ、国の示す政策分野に基づく
とともに、第１期岬町総合戦略で掲げた基本目標の趣旨や施策等を引き継ぐこととし
ます。 
 ４つの「基本目標」を設定し、人口減少に歯止めをかけるとともに、人口減少社会
に対応できるまちづくりを着実に進めていくものとします。 
 各施策には、短期的に実施が可能な施策と構造的な改革を視野に入れて中長期に継
続的に実施すべき施策の両方を含んでおり、第５次岬町総合計画（令和３年（2021
年）から令和12年（2030年））との整合を図った内容とします。 

（３）第２期岬町総合戦略の基本目標 
基本目標１ 新しい人の流れをつくり、定住と交流を促進する 
基本目標２ 結婚・出産・子育て・教育の希望をかなえる 
基本目標３ 経済を活性化し、安定的な雇用を創出する 
基本目標４ 安全・安心な暮らしができる魅力的なまちをつくる 

（４）横断的な目標 
横断的な目標Ⅰ 多様な人材の活躍を推進する 
横断的な目標Ⅱ 新しい時代の流れを力にする 

24 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
方向性については、第１期岬町総合戦略の基本目標の趣旨や施策を引き継ぐこととし、４つの基本目標及び横断的な目標を掲げ、推進してまいります。

23ページをご覧ください。



４．第2期岬町まち・ひと・しごと創生総合戦略の取組みについて 

25 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
それでは、令和3年度の地方創生の取組みについて御説明いたします。

令和2年度の事業の取組み、成果も踏まえ、令和3年度に新たに取り組む事業を資料として取りまとめておりますので、その内容をご説明させていただきます。

24ページをご覧ください。




第2期事業① 基本目標１ 新しい人の流れをつくり、定住と交流を促進する 

施策名 主な具体的事業 

①移住・定住の支援 ○移住・定住に対する支援（新築、中古住宅購入助成、家賃補助、金融機関との連携、奨学金返済支援制
度、移住・定住促進ＰＲ番組制作・放送等） 

○空き家バンク制度の充実 
○大阪府宅建協会と連携した空き家に関する相談業務の実施 
○お試し居住事業（府営住宅の空室を活用し、本町への移住希望者が一定期間居住する。） 
○移住を促進するための情報発信の推進 
○テレワークの推進 等 

②関係人口の創出・拡大 ○岡山県美咲町との連携・交流（児童・生徒交流事業、イベント開催等） 
○企業版ふるさと納税寄附活用事業 
○企業版ふるさと納税（人材派遣型）の活用 
○ふるさと納税寄附活用事業 
○地域おこし協力隊の活用 
○関係人口の創出・拡大に向けた仕組みづくりの検討 等 
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まちの魅力づくりと情報発信に努め、定住人口の増加と交流人口の拡大を図る。 

・移住・定住者の視点に立ち、雇用や住まい等の移住・定住の条件を向上する総合的な環境整備を行  

 い、移住・定住を促進するとともに、移住者の潜在需要を開拓するため、観光振興や情報発信に  

 よって交流人口を拡大し、新しい人の流れを創り出す。 

・町外に居住しながらも、町や住民と関わり、継続的に地域に貢献する「関係人口」という新たな人 

 の動きに着目し、地域の課題解決につながる仕組みづくりを推進します。また、地域経済の活性化  

 を推進するため、「交流人口」や「関係人口」の創出・拡大を図ります。 

◆具体的な施策◆ 

◆基本的方向◆ 

※赤字は第２期総合戦略の新規、拡充事業 

町や地域と関わりのある町外からの新しい人の流れ（関係人口）を生かした取組みを進める。 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
基本目標１　新しい人の流れをつくり、定住と交流を促進する、では、各種補助金やお試し移住など移住・定住に向けた支援を継続・拡充するとともに、テレワークの推進を図ります。また、関係人口の創出・拡大事業として、岡山県岬町との連携・交流、企業版ふるさと納税の活用、地域おこし協力隊と連携し、関係人口の創出・拡大に取り組みます。

25ページをご覧ください。






施策名 主な具体的事業 

③観光の振興 ○観光交流拠点の整備・活用【（仮称）みさき公園観光案内所、深日港観光案内所（さんぽるた）、道の
駅みさき（夢灯台）】 

○観光客の受入環境の充実（観光マップ、観光看板、シェアサイクル、レンタサイクル、Wi-Fiの整備
等） 

○体験型観光の推進（マリンレジャー、工場見学、環境保全活動等） 
○広域サイクルツーリズム事業の実施（サイクリングイベント、旅客船運航） 
○観光集客を推進するプラットフォームとなるＤＭＯ（KIX泉州ツーリズムビューロー）の活用 
○日本遺産として登録された葛城修験道の整備・活用 
○新たなみさき公園の整備 
○みさき農とみどりの活性化構想の推進 
○イベント開催や地域のイベントの支援 等 

④タウンプロモーション
の推進 

○大学等と連携したタウンプロモーションの推進（ワークショップ、情報発信） 
○地域おこし協力隊の活用【再掲】 
○都市部でのまちの魅力発信イベントの開催  
○サテライトキャンパスの設置 等 

◆具体的な施策２◆ 

※赤字は第２期総合戦略の新規、拡充事業 
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
観光の振興では、広域サイクルツーリズム事業として、引き続き深日港～洲本航路間の航路運航を実施するとともに、DMOの活用、葛城修験道の整備・活用、新たなみさき公園の整備など、本町への人の流れの創出に向けた取組を進めます。

タウンプロモーションの分野では、大学等と連携したタウンプロモーションに取組み、地域おこし協力隊による情報発信に努めることとしております。

26ページをご覧ください。




第2期事業② 基本目標２ 結婚・出産・子育て・教育の希望をかなえる 

施策名 主な具体的事業 

①結婚・出産・子育ての支援 
ア 結婚希望の実現 

○ 婚活イベント開催支援 
○ 結婚新生活のスタートアップに係るコストの支援（結婚祝金）等 

イ 妊娠・出産の支援 ○ 不妊・不育治療支援（拡充） 
○ 出産祝い金（拡充） 
○  妊娠初期からの包括的な支援（妊婦健診、妊婦歯科検診）等 

ウ 子育ての支援 ○ 保育機能の充実（延長保育、0歳児保育、子育て短期支援事業、病児保育、一時預かり事業（保育所、幼稚園）等 
○ ファミリー・サポート・センター事業（子育ての相互応援） 
○ 第2子以降の保育料無償化（保育所、幼稚園、認定こども園） 
○ 子ども医療費助成事業（医療費（入院・通院）の助成対象を満18歳に達した後の3月末までの者とする。） 
○  給食無償化（幼稚園・保育所） 等 ○国際交流推進制度 

②次代を担う人材の育成 ○ スクールカウンセラー事業の実施（小・中学校、幼稚園に派遣） 
○ スクールソーシャルワーカー設置事業 
○ 子どもの体力向上推進事業の実施（和歌山大学と連携し、子どもの体力・運動能力の分析、授業の改善を行う。） 
○ 中学校学力エンパワメント推進事業（授業改善について、学識経験者による職員研修を行う。） 
○ 登下校見守り事業 
○ 学習環境の充実（学校給食センターと岬中学校給食調理場の統合、GIGAスクール構想の推進、洋式・多目的トイレの整  
    備、小中学校の体育館に空調機器整備の検討、中学校テニスコート改修 
○  長寿命化計画の推進 
○ 文化芸術育成事業（小学校に芸術家を派遣し、子どもの能力の充実を図る。また、保護者も対象に追加） 等 

28 

結婚・出産・子育ての切れ目ない支援により、少子化を克服するとともに、 
次代のみさきを担う人材の育成、確保を図る。 ◆基本的方向◆ 

 誰もが結婚の希望を実現し、安心して子どもを産み、育てることができる環境づくりを進める。また、素晴ら

しい自然環境や、小さな町だからできるきめ細やかな対応といった特性を活かし、こどもたちが心身ともに健や

かに育ち、まちへの愛着を育む教育を進める。 

◆具体的な施策◆ 

※赤字は第２期総合戦略の新規、拡充事業 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
基本目標２　結婚・出産・子育て・教育の希望をかなえるでは、結婚希望の実現のため、結婚新生活のスタートアップに係るコストを支援します。また、不妊・不育治療、出産祝い金助成事業の拡充を図るとともに、子育て支援では、子どもの医療費助成事業の実施、幼稚園、保育所の給食無償化、などに取り組みます。

また、次代を担う人材の育成として、学習環境の充実を図るとともに長寿命化計画を推進していきます。


27ページをご覧ください。



第2期事業③ 基本目標３ 経済を活性化し、安定的な雇用を創出する 

施策名 主な具体的事業 

①地域産業の創出 ○創業支援事業の実施 
○商工会、金融機関と連携した創業支援（ワンストップ相談窓口、情報共有など） 
○創業支援事業の実施（創業支援事業者助成、創業支援助成、創業支援利子補給） 
○ビジネスプランコンテストの開催 
○企業誘致の推進（企業誘致優遇措置助成事業）等 
○森林資源の育成・活用（森林環境譲与税等の活用） 

②地域産業の競争力強化 ○地域特産品開発の支援（特産品開発助成） 
○農・漁業新規就労者の支援（住居費の助成） 等 

③雇用対策の推進 ○高齢者の就労支援（シルバー人材センターの活動支援） 
○町内事業者の求人情報を町ホームページで紹介  
○新たな技能を身につける職業訓練やリカレント教育の推進 
○テレワークの推進【再掲】等 
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 本町の産業構造や自然環境など地域特性を最大限活かし、農業や漁業、製造業、サービス業などの産

業振興を進めるとともに、就労支援や相談業務の充実を図り、関係機関と連携し、安心して就労できる

環境づくりを進め、雇用機会の確保・創出を進める。 

◆基本的方向◆ 

産業の育成、創業の支援などによる雇用創出と地域資源を活かした魅力
づくりを進め、就職したい人の希望をかなえる。 

◆具体的な施策◆ 

※赤字は第２期総合戦略の新規、拡充事業 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
基本目標３　経済を活性化し、安定的な雇用を創出するでは、引き続き、岬町商工会さんや金融機関の皆様と連携しながら、創業支援やビジネスプランコンテストの開催など地域産業の創出に向けた取組みを進めるとともに、森林環境譲与税の活用を図ります。

また、地域産品を活用した特産品開発の支援をするとともに、雇用対策の推進では、職業訓練やリカレント教育を推進します。。

これら雇用創出を中心としたしごと作りの取組みを推進することで、若年層の流出の緩和につなげていきたいと考えております。

28ページをご覧ください。



第2期事業④ 基本目標４ 安全・安心な暮らしができる魅力的なまちをつくる 

施策名 主な具体的事業 

①生活インフラの確保 ○ 地域公共交通の確保（コミュ二ティバスの運行（小型ノンステップバスの整備）、南海多奈川線の活性化（鉄
道事業者と連携した事業の実施）） 

○ 幹線道路網の整備（（仮称）池谷向出連絡線、町道西畑線、町道美化センター連絡線、町道岬海岸番川線）等 

②安全・安心な暮らしの確保 ○ 防災拠点の整備（防災用品、防災倉庫の整備等） 
○ 防犯灯や防犯カメラ設置 
○ 岬町国土強靭化地域計画の推進 
○ 災害用物資備蓄経費（段ボールベッドの購入など） 
○ 既存民間建築物安全対策（ブロック塀安全対策） 
○ 不良空家等除却補助 等 

③誰もが健康で暮らしやすいま
ちづくりの推進 

○ 健康・福祉の推進（在宅医療・介護連携の推進、認知症施策の推進 等） 
○ 協議体活動の推進（新しい支え合い・助け合い社会の実現） 
○ 岬町スポーツ広場の活用 
○ 高齢者の就労支援（シルバー人材センターの活動支援） 
○ 小地域ネットワーク活動支援（社会福祉協議会）等 

④地域コミュニティの活性化 ○ 地域住民のまちづくり活動の支援（コミュニテイ用品貸出） 等 

⑤広域連携の推進 ○ 近隣市町との事務事業の連携（まちづくり、介護・障害福祉分野） 等 
○ 岡山県美咲町との連携・交流（児童・生徒交流事業、イベント開催等）【再掲】 
○ NPOなどの地域づくりを担う組織や企業との連携 
○ 大学との連携推進 等 30 

地域力・住民力を活かし、人口減少社会に対応した安全・安心かつ快適で利便
性の高いまちを創出する。 ◆基本的方向◆ 

 超高齢社会に対応し、誰もが住み慣れた地域の中で元気にいきいきと安心して生活できる環境整備を進める。

また、災害に強いまちづくりの観点からも、これまでに整備した都市施設の維持更新を含めて、引き続き都市基

盤の計画的な整備を進め、安全で快適な暮らしを守るまちづくりを進める。 

◆具体的な施策◆ 

※赤字は第２期総合戦略の新規、拡充事業 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
基本目標４　安全・安心な暮らしができる魅力的なまちをつくるでは、生活インフラの確保では、（仮称）池谷向出連絡線などの幹線道路網の整備を図るとともに安全・安心な暮らしの確保では、岬町国土強靭化地域計画を推進してまいります。

　また、誰もが健康で暮らしやすいまちづくりを進めるため、在宅医療などの健康・福祉の推進を図るとともに、関西電力から移管された岬町スポーツ広場の活用を図り、町民のスポーツの推進と健康及び体力向上を促進します。　

広域連携の推進では、岡山県美崎町との連携・交流や企業・大学との連携を図ります。令和３年度は、これら事業に取組むことにより、地方創生を推進してまいりたいと考えております。

29ページをご覧ください。



第2期事業⑤ 

横断的な目標１ 多様な人材の活躍を推進する 

横断的な目標２ 新しい時代の流れを力にする 

施策名 主な具体的事業 

①幅広い連携の推進 
 ア 公民連携の推進  

○企業版ふるさと納税寄附活用事業【再掲】 
○企業版ふるさと納税（人材派遣型）【再掲】 
○地域おこし協力隊の活用【再掲】 
○企業との連携協定の締結、企業提案の受け入れ 

 イ 広域連携の推進 ○ 近隣市町との事務事業の連携（まちづくり、介護・障害福祉分野） 等 【再掲】 
○岡山県美咲町との連携・交流（児童・生徒交流事業、イベント開催等）【再掲】 
○ NPOなどの地域づくりを担う組織や企業との連携 【再掲】 
○ 大学との連携推進 等 【再掲】 

基本目標（１～４）の実現に向けて、関連施策・事業を推進するにあたり、岬町単独で取
り組むのではなく、町内外の企業の人材・資金や国・府の施策・事業の活用、新技術の積
極的な導入などにより、円滑で効果的な事業推進を図ります。 
 SDGsのターゲットに関係する事業については、SDGsの視点から地域ぐるみの取組を推
進します。 

（１）第２期岬町総合戦略の推進に向けて 

施策名 主な具体的事業 

①新しい時代の動きの活用 

 ア 新技術の活用  

○ＩＣＴ・ＩｏＴ・ロボットなどの新技術の活用 
○ Society5.0の実現に向けたデジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）の推進 

 イ ＳＤＧｓの実現 ○ターゲットの実現につながる取組の推進 

◆基本的方向◆ 

◆具体的な施策◆ 

◆具体的な施策◆ 

31 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
こちらは、横断的な目標となり、幅広い連携の推進、新しい時代の動きの活用となります。基本目標（１～４）の実現に向けて、関連施策・事業を推進するにあたり、岬町単独で取り組むのではなく、町内外の企業の人材・資金や国・府の施策・事業の活用、新技術の積極的な導入などにより、円滑で効果的な事業の推進を図ります。
　また、SDGsの視点から地域ぐるみの取組を推進します。

以上が、総合戦略の取組となります。
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